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「優先的に対策を検討するための要因分析を行う箇所」の考え方

○ 現時点の交通状況において対策検討が必要な主要渋滞箇所については、優先的に現状を
把握し、対策を検討するための要因分析を行う箇所を選定することが、１つの方法として考え
られる。

○ 一方で、現在整備が進められている各事業の供用後における交通流の変化も想定される。

（ ）内は、現時点の完成予定年度
※土地収用法に基づく手続きによる用地取得等が速やかに完了する場合

道路の整備状況

○ 現在、県内においては、渋滞改善に寄与する道路網の整備が、各道路管理者により鋭意進
められているところ。

→ 新東名高速道路(H32)、首都圏中央連絡自動車道(高速横浜環状南線(H32※)、横浜湘南道路(H32※)、

高速横浜環状北線(H28)、高速横浜環状北西線(H33)及びそれらの関連街路、都市計画道路 等

○ 神奈川県周辺部においても、東京外かく環状道路等の整備が進められている他、首都圏の
高速道路料金の統一化もされ、交通の流れは変化することが想定される。

主要渋滞箇所の特定

○ 県内の一般道において411箇所が主要渋滞箇所に特定され、現時点の主要渋滞箇所は410
箇所。

よって、各箇所の渋滞状況を勘案し、委員会の場で、交通状況の分析データなどを共有し
ながら、個々に対策検討するための要因分析を行わなければならない箇所の整理を進め
て行くこととする。



①損失時間 ②旅行速度

考え方
社会的な影響の度合
いが大きい箇所

速度低下によって市
民生活等に影響が
及んでいる箇所

基準値
県内主要交差点の損
失時間の上位1割
（全流入方向の合計）

平日昼間12時間平
均旅行速度が
20km/h以下

使用
データ

H22道路交通センサス
H27プローブデータ

H27プローブデータ

備考
神奈川県移動性（モビ
リティ）向上委員会で
の従来の選定方法

主要渋滞箇所特定
時（昼間12時間平均
旅行速度）と同じ基
準

【現地判断方法の一例】
■主要渋滞箇所とその周辺の沿道状況や交通状況の確認
■主道路・従道路の時間帯別速度状況の確認
■周辺地域を含めた面的な速度状況の確認
■上記事項を踏まえた、現地確認の実施 （必要に応じて交通量調査）

■対策事業（実施中事業）があるか。
・対策事業による効果があるのか。
・対策事業は短期で完了するか、長期間を要するか。

５－２ 「優先的に対策を検討するための要因分析を行う箇所」の選定方法
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○ 効果が期待できる事業が無く、データ検証と現地判断から、著しい渋滞状況が確認された箇所につ
いて、優先的に対策を検討するための要因分析を行うことが考えられる。

○ 従来の本委員会の選定方法や主要渋滞箇所特定時と同様の損失時間と旅行速度を検証に使用。

【現地判断】

【データに
よる検証】

【対策事業
等の確認】

■渋滞を示すデータが基準値を超えるかどうか
・損失時間（社会的な影響度合いをみる指標）が大きい箇所
・旅行速度（速度低下による住民生活への影響度合）が低い箇所

５ 優先検討箇所の検討状況

上記内容を踏まえて、交差点の渋滞要因を特定
・渋滞のボトルネックとなっているのか。
・交差点の処理能力に問題はないのか。
・交通が集中するような箇所であるか。
・区画線の改良等による短期対策の可能性はないか。等

主要渋滞箇所の特定

渋滞あり

対策を検討するための要因分析を優先的に実施すべき箇所
具体的な対策を決定し、対策内容を踏まえ、対
策実施環境が整った箇所について対策を実施

経
過
観
察
箇
所

事業なし（6箇所）・中長期事業あり（3箇所）

基準値を満たしていない（22箇所）

基準値を
満たしている
（72箇所）

事業実施効果の
モニタリング中
（6箇所）
事業中
（3箇所）
短期事業あり
（4箇所）

横浜国道管内（94箇所）

■データ検証および基準値の一例
■「優先的に対策を検討するための要因分析を行う箇所」の抽出フロー

※横浜国道管内の94箇所を整理した結果

渋滞なし



５ 優先検討箇所の検討状況

○ 主要渋滞箇所周辺の沿道状況・交通状況を踏まえて、現地確認の時期、時間帯、回数など現地確
認スケジュールを設定し、現地診断を実施する。

○ ここでは、主要渋滞箇所とその周辺の沿道状況や交通状況などを確認。
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５－３ 現地判断方法

①概況イメージ



５ 優先検討箇所の検討状況

○ 速度状況を時間帯別に確認し、速度低下時間帯や沿道出入り等の速度低下箇所の明確化、速度
低下区間長等について確認。
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５－３ 現地判断方法

②時間帯別速度状況イメージ



５ 優先検討箇所の検討状況

○ 周辺地域の状況を確認するため、速度状況については面的に整理して確認。
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５－３ 現地判断方法

③面的な速度状況図イメージ



５ 優先検討箇所の検討状況

○ 「現地診断チェックリスト」を作成し、交差点処理能力が低い要因や信号現示等とのかかわりについ
て確認し、必要に応じて、交通量調査等を実施する。

現地診断での判断基準

要因分類 渋滞要因の具体例

Ａ．左折車の
直進阻害

Ａ-1 大型車が多い
Ａ-2 歩行者（自転車）が多い
Ａ-3 左折車の回転半径が小さい

（隅切り不足である）

Ｂ．右折車の
直進阻害

Ｂ-1 右折車線が未整備である
Ｂ-2 右折車線が短く、直進車線に

はみ出している

Ｃ．信号現示

Ｃ-1 ○○方向（車線）の交通量に
対する青時間が短い

Ｃ-2 右折青矢の現示がない
Ｃ-3 隣接交差点との信号が不連動

である

Ｄ．その他

Ｄ-1 前の交差点からの交通渋滞が
続いている（先詰まり）

Ｄ-2 歩行者（自転車）が多い
Ｄ-3 バス停止により車線が閉塞する
Ｄ-4 路上駐車により車線が閉塞する
Ｄ-5 沿道施設への出入り車両が、

直進車を阻害する

要因分類 選択項目

Ａ．交差点
処理能力

が低い要因

Ａ-1 交差点への流入する車線が十分でないため
Ａ-2 交差点が大きい
Ａ-3 変形交差点である（Y字、T字交差点等）
Ａ-4 多肢交差点である（５肢以上の交差点）
Ａ-5 信号現示と交通量のバランスが悪い

Ｂ．交通が
集中する

要因

Ｂ-1 主要幹線道路相互の結節点である
Ｂ-2 車線数の変化点である
Ｂ-3 ○○ICへのアクセスルートである
Ｂ-4 ○○への数少ないアクセスルートである
Ｂ-5 ○○川渡河部である

【交差点全体での現地確認事項】

【交差点流入部での現地確認事項】
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５－３ 現地判断方法

④現地確認イメージ


